
三井住友銀行が発足して間もなく１年を迎えます。この

間、私は、お客さまや株主の皆さまからの当行に対する

大きなご期待にお応えし、更に我が国経済に対する責任

を果たしていくために、まず、合併後の体制を盤石なもの

にすること、そして合併効果を具体的成果として早期か

つ最大限に実現していくことに全力を注いでまいりまし

た。その結果、合併については当初想定していたよりも

はるかに確固たる手ごたえを実感するに至っております。

しかしながら、内外の景気の悪化、国内の資産価格の

下落、株式市場の低迷等により、我が国の金融機関を取

り巻く経営環境が急速に厳しさを増しているのはご高承

のとおりであります。こうした状況下、当行は、極めて

厳しい経営環境の変化にも耐え得る強靭な経営体質と財

務基盤を構築することを喫緊の課題と位置づけておりま

す。私は、まさにゼロから再出発するという強い危機感

を持ち、株主価値増大を経営の基軸に据えながら、ス

ピード感と実行力を持って、皆さまからの信頼の向上に

全力を尽くしてまいる所存であります。

経営の重要課題として具体的には、「アセット・クオリ

ティ改善の加速」「更なるリストラ策の実行」「株価変動リ

スクへの対応力強化」「収益力強化に向けた業務改革」の

四点に重点的に取り組んでおります。

アセット・クオリティ改善の加速

まず、「アセット・クオリティ改善の加速」についてであ

ります。当行は、不良債権の最終処理を速やかに進める

と同時に、将来の資産の劣化への引当を確保することで、

アセット・クオリティの改善を加速する考えであります。特

に要注意先企業に対しては、将来リスクについての備え

を厚くする観点から、最近の貸倒れ、倒産等の状況を勘

案した引当の積み増しを行ってまいります。しかしなが

ら、不良債権処理にあたりましては、単に償却・引当等の

手当てを行えばよいというものではなく、企業の再生に

積極的に関与することが何よりも重要であります。個別

案件ごとに対応策の具体化を図り、不良債権の最終処理

を推進してまいります。

更なるリストラ策の実行

二点目は、「更なるリストラ策の実行」であります。当行

は、合併直後から全行を挙げて聖域を設けない徹底的な

経費削減策の策定、実行に取り組んでまいりました。当

行の経費率は既に邦銀大手行グループ中最も低い水準に

ありますが、今後一段のリストラ策の強化、スピードアッ

プを図ってまいります。具体的には、合併による重複店

舗の統合や、店舗ネットワーク戦略の見直し等を行うと

ともに、システム投資における合併効果の実現や事務処

理の合理化を推進することで、施設関連コストおよびシ
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ステム関連コストをそれぞれ２割程度削減いたします。ま

た、間接部門の徹底的なスリム化や店舗統合によって従

業員数の一層の削減を図る一方、役員処遇の見直しや、

グループ会社宛業務委託費の削減等の施策を推進してまい

ります。こうした施策の実行によって、平成１６年度の年間

経費は、平成１３年度計画比で約１,０００億円の削減となる

６,３００億円まで低下する見込みであります。しかしながら、

ここをゴールとするのではなく、経営のあらゆる面での合

理化を進め、早期に年間経費６,０００億円体制の実現を目指

してまいりたいと考えております。

株価変動リスクへの対応力強化

三点目は、「株価変動リスクへの対応力強化」であります。

ポイントは、保有株式残高の圧縮、および抵抗力の高い

資本構成の実現の二点であります。

当行は平成１３年９月末時点で約４.９兆円の株式（子会社・

関連会社株式を除く上場・店頭株式、時価ベース）を保有

しております。この保有株式にかかる株価変動リスクを

コントロールするには、何よりも保有残高の削減が必須

となります。平成１６年度に導入される総量規制をクリア

することは当然として、より踏み込んだ保有株式残高の

圧縮を早期に進めていく考えであります。

次に、株価変動リスクへの抵抗力の高い資本構成を実現

すべく、平成１３年の商法改正の趣旨に沿って、法定準備金

のうち資本金を上回る部分を剰余金に振り替えます。これ

は、株主および債権者の皆さまの同意を前提に行うもので

あります。時価会計の導入により、平成１３年度から保有

株式等の「その他有価証券」のネット含み損益の約６割の金

額を「評価差額金」として資本の部に計上することとなり、

「評価差額金」がマイナスの場合には、剰余金の額からその

マイナスを差し引いて配当可能利益を算出することとなり

ました。そこで、こうした株価変動リスクの経営への直接

のインパクトを和らげるためのショックアブソーバー、つ

まり一種の緩衝材としての役割を持たせるために、資本構

成の組み替えを行い、剰余金を厚くするものであります。

以上のように保有株式残高の圧縮を急ぐと同時に、財

務上のクッションを厚くすることによって株価変動リスク

への対応力を高めてまいります。

収益力強化に向けた業務改革

四点目として、「収益力強化に向けた業務改革」に取り

組んでまいります。当行が今後持続的な成長を実現してい

くためには、本業での粗利益そのものを増やしていくこ

とが不可欠であります。当行の主要なビジネスラインにお

ける業務のあり方を抜本的に見直すことにより、収益性、

資産効率、資本効率の高い経営体制を確立してまいりま

す。既にこの下期には、私自身を委員長とした「業務改革

委員会」を設置し、テーマを絞り込んだうえで行内横断的

な取り組みを進めております。当行は、お客さまごとのさ

まざまなニーズに対して的確なソリューションとなり得る

金融サービスをご提供し、それらを評価していただくべく

努力を重ねつつ、抜本的な業務改革を実現していくこと

で、来期以降の粗利益を確実に向上させていく考えであ

ります。

現在、我が国の金融機関は、まさに正念場とも言うべき

厳しい環境下に置かれております。しかしながら、私はこ

うした状況こそ、当行にとって更なる発展への好機である

と捉えております。厳しい環境を克服するべく当行のあら

ゆる英知を結集していくなかで、これまでにはない新しい

アイデアや方策が生まれ、それを実行し、完遂することで、

単なる難局の打開を超えた新たな飛躍が可能になると考

えるからであります。

当行の役職員一人ひとりが、経営理念であります「お客

様に、より一層価値あるサービスを提供し、お客様と共に

発展する」「事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増

大を図る」を改めて胸に刻み、当行に寄せられる大きなご

期待にお応えし、責任を果たすべく、一段のスピード感を

持って努力を重ねてまいります。

皆さまからのなお一層のご指導、ご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。

平成１４年２月
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経費削減計画と更なるリストラ策の内容について

参 考

■更なるリストラ策の内容

■経費削減計画

（6）その他
グループ会社における経営効率化推進によるグループ会社宛業務委託費削減。

経営健全化計画
（平成12年12月提出）

7,280億円

平成13年度

＜年間経費＞
平成16年度

6,870億円

6,800億円

6,300億円

早期に6,000億円体制へ

更なるリストラ策

（4）人員削減
間接部門の徹底的なスリム化、店舗統合による人員削減等により、
平成16年3月末までに平成13年3月末比4,900人を削減。
（平成13年度は1,100人を削減。平成16年度経営健全化計画比600人を追加削減）

（5）処遇面
・役員の処遇見直し（役員数削減、役員報酬の追加カット等）。
・従業員賞与ファンドの追加削減。

施設関連コスト
2割削減

事務システム
関連コスト2割削減

500億円の
追加削減980億円削減

（1）有人ネットワークの再編によるチャネルコストの追加削減
・合併による重複店舗の統合、店舗ネットワーク戦略の見直し等により、有人支店を
合併時の578支店から401支店へ削減。
（177支店の削減。経営健全化計画比69支店を追加削減）

・上記のうち、34支店の統合を平成13年度に前倒し実施。
残りの143支店も平成14年度中に統合実施予定。

（2）本部／センター等の施設関連コストの追加削減
九段本部ビル返還、システム／事務センターの統合、寮・社宅の売却等。

（3）合併によるスケールメリットを活かした事務システム関連コストの追加削減
システム投資における合併効果の実現、事務BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニア
リング）を通じた合理化の推進等。
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法定準備金の剰余金への振替について

Q. 法定準備金とは何ですか？
A. 「法定準備金」とは、損失の発生等に備え、会社が積み立て

を求められている会計上の金額のことです。

「法定準備金」は、株主による払込資本の一部等からなる「資

本準備金」と、会社が過去の決算期ごとに利益の一部を積み立

ててきた「利益準備金」から構成されます。「資本準備金」と

「利益準備金」は法律でその積み立てが義務づけられているもの

ですが、法律で求められる準備金以外に任意で積み立てること

もでき、このような任意の積立金とその期の未処分利益をあわ

せたものが「剰余金」と呼ばれています。

会社は、その財務状態を明らかにするために、決算期ごとに

「貸借対照表」を作成しますが、この表において「資本金」「法定

準備金」「剰余金」は「資本の部」という箇所に計上されます。

負債に対する「資本の部」の割合が高ければ高いほど、理論

的には債権者が会社から債権を回収できる確実性が高くなるこ

とになります。銀行は、規制によって一般事業会社以上の「法

定準備金」積み立てを求められていますが、これは、預金者

（＝債権者）の皆さまにご預金を払い戻せないというようなこと

が、万が一にもあってはならないからです。

Q. 法定準備金の剰余金への振替とは何ですか？
A. 「資本金」「法定準備金」「剰余金」の多さは債権者の安心につ

ながりますが、その一方で、利用目的が制限されている「法定

準備金」の額が著しく多くなるのは、資本の有効活用の観点か

らは非効率であると考えられます。そこで平成13年10月に商

法および銀行法が改正され、法定準備金を、利用目的の制限が

ない剰余金に振り替えることができるようになりました。

具体的には、

・一般の会社であれば資本金の4分の1に相当する額

（資本金が1兆円であれば2,500億円）

・銀行の場合は、預金者保護等の観点から、資本金と同額

（資本金が１兆円であれば１兆円）

の法定準備金があればよく、既にその水準を上回る法定準備金

を積み立てている場合には、それを株主のために有効活用するこ

とが認められるようになったのです。

当行はこの改正の趣旨に沿って、法定準備金（１兆9,257

億円）のうち、資本金の額（１兆3,267億円）を上回る部分

（5,990億円）を、剰余金に振り替えたいと考えております。

Q. なぜそのようなことをするのですか？
A. 法定準備金を剰余金に振り替えることの意義は、次のとおりです。

平成13年度から「その他有価証券」に時価会計制度が導入さ

れましたが、これに伴い、会社が保有する株式等の期末におけ

る含み益と含み損との差額のおよそ6割を、「評価差額金」とし

て「資本の部」に計上することとなりました。

ここで問題となるのが、「評価差額金」と「剰余金」との関係

です。

株主への配当は「剰余金」から支払われなければなりません。

言い換えれば、剰余金を超える額の配当を行うことはできない

ということです。ところが、今回の時価会計制度導入に伴い、

評価差額金がマイナスの場合には、剰余金の額からそのマイナ

スを差し引いて配当の上限を算出することになったのです。

つまり、期末月の株式相場次第では、その後の株主総会など

の時点での株式相場にかかわらず、また、剰余金が十分にある

場合でも、配当することが許されなくなる事態すら起こりかね

ないということです。

特に、株式相場の先行きが不透明である昨今のような状況下

で、株主の皆さまのご期待に安定的にお応えし続けようとすれ

ば、株式相場の変動リスクが会社経営を直撃することを和らげ

るためのショックアブソーバー（緩衝材）が必要であり、その役

目を果たすのが、剰余金の厚みにほかなりません。

当行が法定準備金の一部を剰余金に振り替えようとしている

のは、このような背景によるものです。

Q. 預金者を含めた債権者にはどのような影響があるの
ですか？

A. 今回の振替は、資本を有効活用して株主の皆さまのご期待に

お応えすることを目的とするものですが、その内容は「法定準

備金」から「剰余金」への振替、すなわち「資本の部」の中での

振替であり、「資本の部」全体の金額に変更はなく、預金者の

皆さまを含めた債権者の皆さまにご迷惑をおかけするようなこ

とは一切ないものと考えております。

当行は、法定準備金の一部を剰余金に振り替えること等に

より、株式相場の変動への抵抗力の高い資本構成を実現して

まいります。


